
 

 

建設、自動車運転、医業など「時間外労働の上限（原

則、月 45 時間・年 360 時間）」について 5 年間適用猶予

されていた事業・業務がありますが、いよいよ 2024 年 3

月末でその適用猶予が終わり、4 月からは時間外労働の

上限が適用されることとなります。それに伴い、時間外

労働・休日労働に関する協定届の様式が一部変更されま

す。そこで、1 月号では、時間外労働・休日労働に関する

協定届（以下、36 協定届）の基礎知識や、36 協定届の基

本的な書き方とチェックポイント、2024 年 4 月からの変

更点についてご説明いたします。 

 

 

 

 

 

 

労働時間は原則 1 日８時間、１週 40 時間（法定労働時

間）以内の必要があると「労働基準法（以下、労基法）」

に定められています。法定労働時間を超えて社員に時間

外労働（＝残業）をさせる場合には、一定の手続きをと

る必要があります。そこでテーマ①では、手続きとして

必要となる「時間外労働・休日労働に関する協定届（36

協定届）」の基礎知識をご説明いたします。 

 

■労基法で、法定労働時間・法定休日について定められ

ている 

労働時間については、上述のとおり、労基法に「法定

労働時間（原則 1 日８時間、１週 40 時間）以内の必要が

ある」と定められています。「法定休日」についても定め

られており、「原則週 1 日（例外的に 4 週を通じて 4 日）

以上の休日）を付与する義務がある」とされています。 

「仕事があるから」と言ってそのまま社員に仕事をさ

せ続けたり、休日に働かせたりするのは“原則 NG”です。 

■社員に“残業”“休日労働”をさせる場合にはどのよう

な手続きが必要？ 

このように法律で定められているものの、労働時間が

法定労働時間以内に収まらない、あるいは、社員を休日

に労働させるといったケースが発生することもあるでし

ょう。そのような場合のために、“例外”が設けられてい

ます。法定労働時間を超えた時間の部分は時間外労働、

いわゆる“残業”となりますが、社員に「残業をさせる」、

または「休日労働させる」場合は、例外規定に当てはま

るよう手続きをとる必要があります。その手続きとして

は次の 2 ステップです。 

ステップ① 使用者と社員の間で労使協定（36 協定）

を締結する 

ステップ② 所轄労働基準監督署長へ届け出る 

この 2 ステップをふむことで、「協定で定めるところ

によって労働時間を延長し、又は休日に労働させること

ができる」とされています。 

 

■36 協定を所轄労働基準監督署長に届け出なかったら

どうなる？ 

一般的に、「労使協定」は締結した段階で効力が発生す

るものが少なくありません。例えば、フレックスタイム

制、交代休憩、年次有給休暇の計画的付与、代替休暇な

どの協定です。これらの協定の延長線で「36 協定」をと

らえ、労使協定の締結後に届出をせずに「社員を残業さ

せた」「休日労働させた」場合、法律違反となるので注意

が必要です。なぜなら、36 協定は所轄労働基準監督署長

へ届け出ることで効力が発生するからです。労使双方が

適切な手続きによって、時間外労働・休日労働について

合意していることを明確にし、使用者による恣意的な運

用を防止するためです。 
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テーマ① 時間外労働・ 

休日労働に関する協定届 

（36 協定届）とは 



■36 協定違反には“罰則”が設けられている 

36 協定の届出を忘れたり、時間外労働時間の上限を超

えたりなどの 36 協定違反には、“罰則”が設けられてい

ます。罰則としては、「6 か月以下の懲役又は 30 万円以

下の罰金」です。通常、この罰則に処される前に労働基

準監督署から是正勧告を受けるケースが多いですが、い

きなり罰則に処されることもまれにありますので、十分

に気をつけるようにしてください。また、違反の内容が

とくに悪質であると判断された場合、厚生労働省のサイ

トに企業名が公表される可能性もあります。 

 

■36 協定の締結当事者について 

36 協定は「労使協定」となるため、その事業場の労働

者の過半数で組織する労働組合（ない場合は、労働者の

過半数代表者）と書面で締結する必要があります。 

注意点としては、過半数代表者とは、管理監督者以外

の者の中から、36 協定等をする者を選出することを明ら

かにして投票、挙手など民主的方法による手続きにより

選出された者であって、使用者の意向に基づき選出され

たものでないことが必要とされています。 

 

以上、36 協定届の基礎知識についてご説明いたしまし

た。次のテーマ②では、36 協定届の基本的な書き方とチ

ェックポイントについてご説明いたします。 

 

 

 

 

 

テーマ①で 36協定届の基礎知識をふまえたところで、

次のテーマ②では 36 協定届の基本的な書き方とチェッ

クポイントについてご説明いたします。 

 

■労使間で合意を形成できたら、その内容を「36 協定届」

に転記する 

時間外労働・休日労働について、労使間で合意を形成

できたら、その内容を「協定書」に記載します。合意内

容と双方の署名・押印があれば、とくに様式などは決ま

っていません。 

ただし、一般的には、労使協定を兼ねた「36 協定届（様

式第９号（第 16 条第１項関係））」に協定内容を記載し、

届出を行うことがほとんどです。なお、労働時間の延長

及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、

労使当事者はこのことに十分留意した上で協定するよう

にしましょう。使用者の方は、協定した時間数の範囲内

で労働させた場合であっても、労働契約法第 5 条に基づ

く安全配慮義務を負っています。 

 

■法律による上限（原則）と（例外）をチェック 

事前チェック：（１）時間外労働が「限度時間以内」で

ある場合、（２）臨時的な特別の事情によって時間外労働

が「限度時間を超える」ことが想定される場合、それぞ

れのケースに合った様式を使う 

 

（１）36 協定一般条項（原則）：月 45 時間・年 360 時

間 

（２）36 協定特別条項（例外）：年 720 時間以内、単

月 100 時間未満（休日労働含む）、複数月平均 80 時間以

内（休日労働含む）、月 45 時間を超えられるのは年 6 回

まで 

 

（１）の場合…「様式第 9 号」（一般条項） 

（２）の場合…「様式第 9 号の２」（特別条項） 

（２）については、（１）の内容に加えて、＋αの情報

を記載するようなイメージです（※後述するチェック 14

～19）。 

 

なお、適用が猶予されていた自動車運転の業務、建設

事業、医業については、改正法（令和 6 年 4 月から）で

は「様式第 9 号の３の２～５、9 号の４、５」を使って

協定することとなります（※テーマ③で解説します）。 

 

■「36 協定届」の記載のチェックポイント 

以下より、「36 協定届」の記載のチェックポイント及

び補足が必要な場合には、それについてもご説明いたし

ます。 

 

□チェック１：労働保険番号・法人番号（※）を記載す

る 

（※）法定記載事項ではないため、記載しなかったから

といって、36 協定の効力そのものに影響はしません。 

 

□チェック２：事業場（工場、支店、営業所等）ごとに

協定する 

テーマ② 36 協定届の基本的な

書き方とチェックポイント 



 

□チェック３：労働時間を延長し、又は休日に労働させ

ることができる「労働者の範囲」を定める 

 

□チェック４：「労働時間を延長し、又は休日に労働させ

ることができる場合」の“具体的事由”、“業務の種類”

を定める 

→事由は具体的に定め、業務の範囲は細分化し、明確

に定めます。 

 

□チェック５：対象期間における 1 日、1 か月及び 1 年

のそれぞれの期間について、労働時間を延長して労働さ

せることができる時間又は労働させることができる休日

の日数を定める 

→所定労働時間を超えて延長する時間数の記載は任意で

すが、法定労働時間を超える時間数を記載します。 

 

□チェック６：協定の「有効期間」を定める 

→最短 1 年から最長 3 年の範囲で定めますが、厚生労

働省の記載例サンプルでは「1 年間とすることが望まし

い」とされています。チェック５の「対象期間」の限度

が 1 年間のため、有効期間は起算日から 1 年間とするの

が一般的です。この有効期間の間は、労使ともに協定の

内容に拘束されます。 

 

□チェック７：「チェック５」の 1 年の「起算日」を記載

する 

→1 年間の上限時間を計算する際の起算日を記載しま

す。その 1 年間においては協定の有効期間にかかわらず、

起算日は同一の日である必要があります。 

 

□チェック８：「1 年単位の変形労働時間制」により労働

する労働者数を記載する 

→延長することができる時間の上限は、1 か月 42 時

間、1 年 320 時間であることに留意してください。 

 

□チェック９：労働させることができる法定休日におけ

る始業および終業の時刻を記載する 

 

□チェック 10：時間外・休日労働の「上限」に定める要

件を満たすこと 

→協定で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び

休日労働を合算した時間数は、1 か月 100 時間未満でな

ければならず、かつ 2 か月～6 か月を平均して 80 時間を

超過しないことが必要です。チェックボックスにチェッ

クがない場合は、有効な協定とならないため、必ずチェ

ックします。 

 

□チェック 11：協定の「成立年月日」を記載する 

 

□チェック 12：協定の当事者である労働組合の名称又は

労働者の過半数を代表する者の職名・氏名を記載する 

→管理監督者は労働者代表になれないなど、テーマ①

「36 協定の締結当事者」のところでご説明したとおりで

す。「チェック 12」と同様に、チェックボックスにチェ

ックがない場合は、有効な協定とならないため、必ずチ

ェックします。 

 

□チェック 13：協定書を兼ねる場合の労働者代表と使用

者の押印 

→届出に押印は必要ありませんが、協定書を兼ねる場

合は、引き続き、署名又は記名押印など労使双方の合意

が明らかとなる方法で締結する必要があります。 



 

  

 

■臨時的な特別の事情によって時間外労働が「限度時間

を超える」ことが想定されるため、特別条項を設ける場

合 

上記の内容は、時間外労働が「限度時間以内」である

場合となります。時間外労働が「限度時間」を超えるこ

とが想定されるため、特別条項を設ける場合は次の 6 点

についても定める必要があります（様式第 9 号の２）。 

□チェック 14：臨時的に限度時間を超えて労働させる必

要がある場合における 

・１か⽉の時間外労働＋休⽇労働の合計時間数 （100

時間未満） 

・１年の時間外労働時間 （720 時間以内）

 

□チェック 15：限度時間を超えて労働させることができ

る回数 

□チェック 16：限度時間を超えて労働させることができ

る場合 

□チェック 17：限度時間を超えて労働させる労働者に対

する健康及び福祉を確保するための措置 

□チェック 18：限度時間を超えた労働にかかる割増賃金

の率 

□チェック 19：限度時間を超えて労働させる場合におけ

る手続き



 

 

以上、36 協定の基本的な書き方とチェックポイントに

ついてご説明いたしました。テーマ③では、2024 年 4月

からの新様式と変更点についてご説明いたします。 

 

 

 

 

 

 

冒頭で触れましたが、2024 年 4 月から、「時間外労働

の上限（原則、月 45 時間・年 360 時間）」について 5 年

間適用猶予されていた建設、自動車運転、医業などの事

業・業務が、一般の事業・業務と同様に適用されます。

また、これまで使用していた書式から変更となるため、

該当の事業・業務の企業さまは対応が必須となります。

テーマ③では、2024 年 4 月からの建設・自動車運転・医

業の主な変更点についてご説明いたします。 

 

■各業種に対応した「新 36 協定届」のフォーマットが用

意されている 

厚生労働省のサイトには、建設業、自動車運転業、医

業に対応する 2024 年 4 月からの“新 36 協定届”のフォ

ーマットが用意されています。それぞれ一般条項・特別

条項と 2 種類あります。  

 

建設業 一般条項 様式第 9 号の 3 の 2 

特別条項 様式第 9 号の 3 の 3 

自動車運転業 一般条項 様式第 9 号の 3 の 4 

特別条項 様式第 9 号の 3 の 5 

医業 一般条項 様式第 9 号の 4 

特別条項 様式第 9 号の 5 

 

建設、自動車運転、医業の事業・業種も、一般の事業・

業種と同じように、法律による上限（原則）と（例外）

の水準レベル（テーマ②でご説明した「36 協定届の基本

的な書き方とチェックポイント」の内容）まで求められ

ることとなりますが、一部、例外もありますので、以下

テーマ③ 2024 年 4 月からの

建設・自動車運転・医業の 

主な変更点 



よりご説明いたします。 

 

■建設業の場合 

平常時は、一般の事業と同じ上限規制が適用されるこ

ととなりますが、建設業の場合、例外が設けられていま

す。そのケースとは、「災害復旧や復興事業に従事する場

合」となります。これらの場合の際は、例外的に労働時

間の上限を超えて行うことができるとされており、2024

年 4 月以降もこの規定は変わらず、運用されることとな

ります。 

 

■自動車運転業の場合 

自動車運転業については、「月 45 時間・年 360 時間」

を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも「年 960

時間（※休日労働含まない）」を限度に時間外労働を設定

する必要があります。なお、『単月 100 時間未満（休日労

働含む）、複数月平均 80 時間以内（休日労働含む）、月 45

時間を超えられるのは年 6 回まで』が適用されません。 

 

■医業の場合 

診療に従事する勤務医にも、時間外・休日労働の上限

規制が適用されることとなります。各勤務先医療機関の

すべての労働時間を通算し、時間外・休日労働時間を算

出します。年間の上限については、一般の労働者と同程

度である「年 960 時間」が上限となります。 

例外として、 

・医療機関が所在する地域の医療提供体制を確保するた

め 

・医療機関が医師の派遣を通じてその地域の医療提供体

制を確保するため 

・技能の修得・向上を集中的に行わせるため 

上記のケースに該当し、時間外・休日労働時間が「年

960 時間」をやむを得ず超えてしまう場合には、都道府

県が、地域の医療提供体制に照らし、各医療機関の労務

管理体制を確認した上で、医療機関の指定を行うことで、

その上限を「年 1860 時間」とできる枠組みが設けられま

した。 

こうした上限の範囲内で、各医療機関において 36 協

定で定めることとなります。都道府県の指定を受けた場

合、時間外・休日労働の法令上の上限としては「年 1860

時間」となりますが、労使の協定で定める時間外・休日

労働の時間は必要最小限にとどめられるべきものであり、

この上限まで必ず働かなければいけないということでは

ないことにご留意ください。 

 

以上、2024 年 4 月からの建設・自動車運転・医業の主

な変更点についてご説明いたしました。実際の運用、不

明点、さらに詳細を知りたいなどございましたら、弊所

までお気軽にお問合せください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務所からの一言 

 建設・自動車運転・医療などの時間外労働の上限

猶予期間がとうとう終了します。2023 年は、この

準備期間として、対象業種の皆さまには、少しづつ

残業を減らしていただくようお声かけさせていた

だきました。時間外労働は、所定休日(土日休みの

場合の土曜日など)もその時間数に含まれること

から、週休 1 日が常態化してしまっている業種な

どでは、それだけで月 32 時間(8h×4 日)がカウン

トされてしまいます。これに平日の残業が加われ

ば、簡単に月 45 時間を超えてしまいます。 

 2024 年 4 月以降は、年に 6 回までしか月 45 時間

を超えることができなくなります。すでに始まっ

ている、月 60 時間超の割増率 50％と組み合わせて

考えても、事業所としては時間外労働時間の削減

を目指すことが求められます。 

 また、従業員の健康管理や良い人材確保のため

にも、時間外労働の削減は必須かと思います。弊所

の指導は「無理せずゆっくり」を推奨しています。

時流をとらえ、確実かつ柔軟に変化・進化していく

ことで企業価値を上げるお手伝いをさせていただ

きます。「36 協定ってなに?」をなくすことが目標

です。                 (芦原) 
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